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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

第２四半期
連結累計期間

第46期
第２四半期
連結累計期間

第45期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 11,219,645 8,852,024 22,427,809

経常利益 （千円） 599,538 705,335 1,610,650

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 332,205 466,709 861,849

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 342,357 431,960 1,089,774

純資産額 （千円） 9,091,629 9,591,353 9,814,776

総資産額 （千円） 16,996,421 14,575,130 16,910,227

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 48.17 67.60 124.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 47.51 66.56 123.01

自己資本比率 （％） 49.8 64.3 53.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △409,829 1,045,719 806,006

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △250,492 △36,207 △733,874

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △55,460 △101,068 △306,374

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 5,581,543 6,273,071 6,072,674

 

回次
第45期

第２四半期
連結会計期間

第46期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 27.10 19.45

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。なお、主要な関係会社の異動は、以下の通りであります。

 

（建設事業）

株式会社テノックス九州については、実質的な支配力が低下したため、第１四半期連結会計期間より、連結子会社

から持分法適用会社に変更しております。

なお、株式会社テノックス九州の子会社であるTENOX KYUSYU VIETNAM CO.,LTD.につきましても、併せまして連結

子会社から除外しております。

 

EDINET提出書類

株式会社テノックス(E00232)

四半期報告書

 3/23



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国をはじめとする新興国経済の先行きに減速懸念がある

ものの、政府や日銀の政策の効果等から企業収益は好調を維持し、雇用・所得環境が改善を続けるなど、緩やか

な回復を続けてまいりました。

　当社グループの主要な事業が属する建設業界におきましては、好調な企業収益を背景にして民間の設備投資は

改善し、また住宅着工戸数にも持ち直しの動きがあるものの、公共投資は緩やかに減少傾向にあり、併せて技能

労働者不足を基因とした工事原価の上昇による影響など、先行きに不透明さが残る状況にありました。

　このような状況のもと、当社グループにおきましては、施工現場での「安全と品質」を心掛けるなかで、「施

工効率の向上」に努めてまいりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、連結子会社の一部を持分法適用会社に変更したことなどに

より88億52百万円（前年同期比21.1％減）と減少したものの、営業利益は７億60百万円（前年同期比28.9％

増）、経常利益は７億５百万円（前年同期比17.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億66百万円

（前年同期比40.5％増）となり、前年同期を上回ることができました。

　なお、第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社であった株式会社テノックス九州を持分法適用会社に

変更しており、同社の子会社であるTENOX KYUSYU VIETNAM CO.,LTD.につきましても、併せて連結子会社から除

外しております。上述の売上高、営業利益及び経常利益は、連結の範囲の変更による影響を反映しております。

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

①建設事業

　建設事業は、主に道路関連工事や震災復旧工事などが増加いたしましたが、連結の範囲の変更による影響で売

上高が87億45百万円（前年同期比21.5％減）となりました。利益につきましては、採算性が向上したことなどに

よりセグメント利益は７億91百万円（前年同期比25.8％増）となりました。

②土木建設コンサルティング全般等事業

　土木建築コンサルティング全般等事業は、主に実験・試験に関する収入が増加したことにより、売上高が１億

円（前年同期比46.4％増）、セグメント損失は33百万円（前年同期は41百万円の損失）となりました。

③その他の事業

　その他の事業は、賃貸マンション収入などが増加し売上高が６百万円（前年同期比7.3％増）、セグメント利

益は２百万円（前年同期比11.7％増）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ23億35百万円減少し、145億75百万円と

なりました。これは主に連結の範囲の変更により、受取手形・完成工事未収入金等が14億49百万円減少、有形固

定資産が７億47百万円減少したことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ21億11百万円減少し、49億83百万円となりました。これは主に連結の範

囲の変更により、長期借入金（１年内返済予定を含む）が４億23百万円減少、リース債務が３億56百万円減少し

たことによるものであります。また、純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ２億23百万円減少

し、95億91百万円となりました。これは主に利益剰余金が３億92百万円増加したものの、非支配株主持分が６億

28百万円減少したことによるものであります。
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（３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下［資金］という。）は、主に連結の範囲の変更

に伴い７億８百万円減少したものの、売上債権が減少したことにより前連結会計年度末に比べ２億円増加し、当

第２四半期連結会計期間末には62億73百万円（前年同期比12.4％増）となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得た資金は、10億45百万円（前年同期は４億９百万円の支出）となりました。これは主に法人

税等の支払額３億18百万円により資金が減少したものの、売上債権の減少８億51百万円や税金等調整前四半期純

利益が７億６百万円となったことにより資金が増加したためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は、36百万円（前年同期は２億50百万円の支出）となりました。これは主に定期

預金の払戻による収入１億円により資金が増加したものの、有形固定資産の取得による支出１億40百万円により

資金が減少したためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は、１億１百万円（前年同期は55百万円の支出）となりました。これは主に配当

金の支払い82百万円により資金が減少したためであります。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、16百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（６）従業員数

　当第２四半期連結累計期間における連結会社の従業員数は、前連結会計年度末に比べ141人減少し、242人とな

りました。主な要因は、第１四半期連結会計期間において、株式会社テノックス九州(「建設事業」セグメント)

を連結子会社から持分法適用会社に変更したことによるものであります。

　なお、従業員数は就業人員数であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,640,000

計 21,640,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,694,080 7,694,080
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 7,694,080 7,694,080 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

 当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成27年７月17日

新株予約権の数（個） 34

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 34,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自 平成27年８月７日

至 平成57年８月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注）１

発行価額      759

資本組入額    380

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいず

れの地位をも喪失した日の翌日から10日間（10日目が

休日に当たる場合は翌営業日）に限り、新株予約権を

行使することができる。

②上記①は、新株予約権を相続により承継した者につい

ては適用しない。

③新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株

予約権を行使することができない。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

（注）１．発行価格は、本新株予約権の払込金額１株当たり758円と行使時の払込金額１株当たり１円を合算している。

なお、本新株予約権は、当社取締役及び当社執行役員に対して付与されたものであり、本新株予約権の払込

金額１株当たり758円については、当社取締役及び当社執行役員の報酬債権の対当額をもって相殺される。

　　　２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る）または株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併

につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき

吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交

換がその効力を生ずる日および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直

前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それ

ぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」と

いう）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式

移転計画において定めることを条件とする。

　　①交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

　　②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

　　③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、新株予約権の目的である株式の種類及び数に準じて決定する。

　　④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に上

記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対

象会社の株式１株当たり１円とする。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～
平成27年９月30日

－ 7,694,080 － 1,710,900 － 2,330,219

 

（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社テノックス 東京都港区芝５－25－11 777 10.10

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 548 7.12

住商セメント株式会社 東京都中央区晴海１－８－８ 432 5.61

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 331 4.31

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 317 4.12

テノックス従業員持株会 東京都港区芝５－25－11 302 3.93

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 253 3.28

樗澤　憲行 神奈川県三浦郡 233 3.03

太洋基礎工業株式会社 愛知県名古屋市中川区柳森町107 230 2.98

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・

サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, UK

（東京都港区六本木６－10－１）
224 2.91

計 － 3,650 47.44

 （注） 平成26年10月21日付（報告義務発生日平成26年10月15日）で大和証券投資信託委託株式会社から大量保有報

告書が関東財務局長に提出されておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質保有株式

数の確認ができないため、上記大株主の状況は当第２四半期会計期間末現在の株主名簿に基づき記載しており

ます。

 なお、大和証券投資信託委託株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有者     大和証券投資信託委託株式会社

保有株式数     568,000株

株券保有割合   7.38％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   777,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,890,000 6,890 －

単元未満株式 普通株式    27,080 － －

発行済株式総数 7,694,080 － －

総株主の議決権 － 6,890 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社テノックス

東京都港区芝５－25

－11
777,000 － 777,000 10.09

計 － 777,000 － 777,000 10.09

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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1【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 6,338,616 6,293,420

受取手形・完成工事未収入金等 5,049,813 3,600,465

未成工事支出金等 571,291 463,124

未収入金 ※２ 1,681,508 ※２ 1,377,618

その他 160,925 214,703

貸倒引当金 △51,121 △2,665

流動資産合計 13,751,033 11,946,667

固定資産   

有形固定資産 2,673,094 1,925,764

無形固定資産 104,811 82,038

投資その他の資産   

その他 461,662 641,057

貸倒引当金 △80,374 △20,397

投資その他の資産合計 381,287 620,659

固定資産合計 3,159,193 2,628,462

資産合計 16,910,227 14,575,130
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 4,051,325 3,484,680

1年内返済予定の長期借入金 195,825 －

1年内償還予定の社債 10,000 －

リース債務 113,114 34,958

未払法人税等 343,832 298,653

未成工事受入金 124,825 82,390

引当金 106,158 90,056

その他 859,756 415,846

流動負債合計 5,804,838 4,406,585

固定負債   

長期借入金 227,177 －

リース債務 310,944 32,405

退職給付に係る負債 588,370 465,925

その他 164,119 78,860

固定負債合計 1,290,611 577,191

負債合計 7,095,450 4,983,776

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,710,900 1,710,900

資本剰余金 2,346,319 2,346,061

利益剰余金 5,163,024 5,555,799

自己株式 △279,972 △272,969

株主資本合計 8,940,270 9,339,791

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 30,368 29,605

為替換算調整勘定 5,600 6,069

その他の包括利益累計額合計 35,969 35,674

新株予約権 35,983 41,839

非支配株主持分 802,553 174,048

純資産合計 9,814,776 9,591,353

負債純資産合計 16,910,227 14,575,130

 

EDINET提出書類

株式会社テノックス(E00232)

四半期報告書

12/23



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 11,219,645 8,852,024

売上原価 9,610,253 7,338,735

売上総利益 1,609,391 1,513,289

販売費及び一般管理費 ※ 1,019,777 ※ 753,177

営業利益 589,614 760,112

営業外収益   

受取利息 2,303 523

受取配当金 4,124 4,299

仕入割引 9,956 10,367

保険返戻金 2,423 －

物品売却益 3,098 1,342

その他 5,371 2,283

営業外収益合計 27,277 18,815

営業外費用   

支払利息 4,020 19

持分法による投資損失 － 73,010

売上割引 1,628 561

為替差損 11,703 －

営業外費用合計 17,352 73,592

経常利益 599,538 705,335

特別利益   

固定資産売却益 2,291 1,233

債務保証損失引当金戻入額 3,235 －

特別利益合計 5,527 1,233

特別損失   

固定資産処分損 2,245 0

その他 292 －

特別損失合計 2,538 0

税金等調整前四半期純利益 602,528 706,569

法人税等 235,797 274,314

四半期純利益 366,730 432,255

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
34,525 △34,454

親会社株主に帰属する四半期純利益 332,205 466,709
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 366,730 432,255

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △18,888 △763

為替換算調整勘定 △5,485 －

持分法適用会社に対する持分相当額 － 468

その他の包括利益合計 △24,373 △294

四半期包括利益 342,357 431,960

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 311,342 466,414

非支配株主に係る四半期包括利益 31,014 △34,454
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 602,528 706,569

減価償却費 237,389 168,182

その他の引当金の増減額（△は減少） 19,760 △9,503

受取利息及び受取配当金 △6,427 △4,822

支払利息 4,020 19

持分法による投資損益（△は益） － 73,010

有形固定資産除売却損益（△は益） △46 △1,233

売上債権の増減額（△は増加） △746,939 851,140

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △230,990 △166,357

仕入債務の増減額（△は減少） 65,561 57,196

未成工事受入金の増減額（△は減少） 95,240 82,390

その他 6,684 △397,387

小計 46,781 1,359,204

利息及び配当金の受取額 6,402 4,829

利息の支払額 △3,802 △19

法人税等の支払額 △459,211 △318,294

営業活動によるキャッシュ・フロー △409,829 1,045,719

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 3,142 100,000

有形固定資産の取得による支出 △271,060 △140,368

有形固定資産の売却による収入 21,493 2,061

貸付けによる支出 △6,732 △1,966

貸付金の回収による収入 9,107 3,821

その他 △6,442 244

投資活動によるキャッシュ・フロー △250,492 △36,207

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 382,253 －

長期借入金の返済による支出 △252,586 －

社債の償還による支出 △10,000 －

自己株式の取得による支出 － △347

配当金の支払額 △82,665 △82,399

非支配株主への配当金の支払額 △1,800 △900

その他 △90,662 △17,422

財務活動によるキャッシュ・フロー △55,460 △101,068

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,188 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △717,972 908,443

現金及び現金同等物の期首残高 6,299,515 6,072,674

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
－ △708,046

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,581,543 ※ 6,273,071
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間より、株式会社テノックス九州は実質的な支配力が低下したため、連結子会社から

持分法適用会社に変更しております。これにより、同社の子会社であるTENOX KYUSYU VIETNAM CO.,LTD.につい

ては、連結子会社から除外しております。

なお、当該連結の範囲の変更は、当四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響

を与えております。当該影響の概要は連結貸借対照表の総資産及び総負債の減少、連結損益計算書の売上高等

の減少であります。

 

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７

号　平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主

持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期

連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 337,907千円 －千円

 

※２　ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

未収入金 1,641,693千円 1,323,850千円

 

　３　保証債務残高

　他の会社等について、金融機関等からの金銭債務等に対して、保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

大牟田工業団地協同組合 292,085千円  －千円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

給与及び賞与 347,160千円 268,548千円

賞与引当金繰入額 34,790 41,859

退職給付費用 18,748 15,178

株式報酬費用 8,813 10,653

貸倒引当金繰入額 34,339 △2,233

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金預金勘定 5,833,489千円 6,293,420千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △239,188 －

その他 △12,757 △20,349

現金及び現金同等物 5,581,543 6,273,071
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 82,755 12.00  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月７日

取締役会
普通株式 27,585 4.00  平成26年９月30日  平成26年12月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 82,748 12.00  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月６日

取締役会
普通株式 69,162 10.00  平成27年９月30日  平成27年12月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 11,144,941 68,637 6,066 11,219,645 － 11,219,645

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 11,144,941 68,637 6,066 11,219,645 － 11,219,645

セグメント利益又は損失

（△）
628,831 △41,527 2,309 589,614 － 589,614

（注１）セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

（注２）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

その他の事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 8,745,059 100,457 6,507 8,852,024 － 8,852,024

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 8,745,059 100,457 6,507 8,852,024 － 8,852,024

セグメント利益又は損失

（△）
791,112 △33,580 2,580 760,112 － 760,112

（注１）セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

（注２）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 48.17円 67.60円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
332,205 466,709

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
332,205 466,709

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,896 6,904

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 47.51円 66.56円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 96 106

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

 平成27年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………………69,162千円

(ロ）１株当たりの金額……………………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年12月８日

（注） 平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月９日

株式会社テノックス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小尾　淳一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　和充　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テノッ

クスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テノックス及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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